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寡占価格と企業の行動目標
?
本 昇
I はしがき
新古典派企業理論では，企業は一様に利潤極大化行動をとるものと想定して
きたが，これに対し， W.J.ボウモルは，特に寡占企業の場合，利潤よりも売
上収入を極大化するものとみなして，売上高極大化仮説 (SMH) を提唱した
(Baumol 〔幻，〔3〕)。しかし，そのボウモル自身がまもなくその考えを改め，
発展する経済では，寡占企業はその売上高の水準よりもむしろその成長率を
極大化するものであるとして，新しく成長極大化仮説 (GMH) を提案した
(Baumol 〔り）。この提案には既に E.T.ペンローズが先鞭をつけていたし，
また後には R.マリスもそれに同調している (Penrose〔お〕， Marr誌〔14〕）。この
ような新しい行動仮説のあいつぐ登場は，最近の寡占企業が互いにその生産規
模，市場環境，競争条件等を異にし，また多様な動機に基づいて行動するため
に，その行動目標も多様化してきたことを物語っているが，そのことを裏づけ
るように， R.M. サイアートと J.G. マーチはその後さらに別個の行動目標
を提唱するに至った (Cyertand March口〕）。彼らによると，利潤と売上高の
ほかに，生産量，在庫量およびマーケット・シェア等が組合わされ極大化目標
として追求されることがあるという。しかし，これらの目標はいずれも相互に
独立であるとはいえず，やはり利潤，売上高，成長率の 3つの目標が抜きんで
て他を代表するもののようである。ところがまた成長の極大化ということは，
それが内外に与える不経済効果を考慮するとき，マクロ的にはもとより，ミク
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ロ的にも問題があり，むしろ成長を適正化ないし最適化することが目標となり
えても，それを極大化することは目標としては疑問と思われるので，以下にお
いては，利潤と売上高の 2つの目標に限って，それらが寡占企業の極大化目標
としていかなる意味をもつかを検討してみたい。
利潤極大化仮説 (PMH) とSMHは本来互いに異なるものとして提起され
たのであるから， J.ウィリアムソンも論じているように，一般には，それらは
同じものではないとみるべきであろう (Williamson⑫O〕）。 ところが，注意す
べきは， SMHが提案されたことによってPMHが廃棄されてしまったわけで
はないのである。つまり，寡占企業のなかには利潤極大化企業がなお現に存在
していても不合理ではないのである。とすると，おれわれはまず第 lIC:, PM 
HとSMHがいかに異なっているのか， 2つの仮説は決して両立することがな
いのかどうかを問わねばならないであろう。
このような問題に対して， 1つの解決の試みがなされてきた。それは企業者
効用関数の存在を前提し，従属変数たる企業者効用の決定因として利潤と売上
高を併置するという構想であり，企業者は諸般の事情を考慮して，その効用を
極大ならしめるように利潤や売上高を決定すると想定する1)。この場合，目標
は利潤や売上高ではなく＾むしろそれらを媒介として得られる企業（経営）者
の効用であり，したがって極大効用をもたらす利潤と売上高のいずれかが極大
化されるとは限らないし，いずれもが極大化されないかもしれない。この理論
は1つの綜合としての意義をもっているが，その綜合は果たして成功している
であろうか？ この問題は先の第 1の問題と関連して吟味してみる価値がある
ようである。
以下においては，まず次節で，ボウモルのSMHから始めて，それが寡占理
論として説明されるとき， PMHといかなる関係が成り立つかを検討し，独自
1)たとえば Ed.war曲〔8〕， Williamson〔叩， Brownand Revankar 〔釘， Azaria-
dis, Cohen and Porcar (1〕，および Yarrow〔磁〕等を参照されたい。
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の見解を導き出す。その結果を企業者効用関数による分析に適用してみた場
合，なにが得られるかを明らかにするのが第 3節である。続く第4節では，寡
占企業が価格や生産量を決定するに当たって，個々の企業自体とその市場での
競争上の諸条件がいかにその企業の行動を拘束するかを考える。それらの結果
を踏まえて，最後の節では企業の目標とそれを達成するための手段の関係が明
らかにされ，若干の感想がつけ加えられるであろう。
I[ 利潤極大化仮説と売J:高
極大化仮説の比較
1. フル・コスト原理による売上高極大化理論の再説
ここでは対象を競争的な寡占市場における企業に限定し，企業間に公然にし
ろ暗然にしろ共謀や結託の行なわれる協調的な市場の問題は取り上げないこと
にする。
出発点としてボウモルのSMHモデルを吟味することから始めよう。ボウモ
ルのモデルは，周知のように，限界原理によって説明されており，企業は必要
最低利潤を制約条件として売上高を極大化するような価格と生産量を決定する
というものであった (Baumol〔幻， pp.54-6. 邦訳66-9ペー ジ）。 ところが，
限界分析は従来PMHの説明に用いられてきた手法であって， SMHが同じ手
法でもって説明されることには 1つの問題があったとみなければならない。な
ぜなら，事実問題として，寡占企業の価格決定は限界原理に基づいて行なわれ
ているのではなく，むしろフル・コスト原理に基づいてなされているというこ
とが既にかなり有力な理論として当時容認されていたからであるの。特に，フ
ル・コスト原理は，その当初から利潤極大化行動とは両立しない大企業の価格
設定方式としてのその特徴が注目されていたわけであるが，その点，ボウモル
2)フル・コスト原理を最初に提唱したのは Halland Hitch (11〕であるが，この原理
を確認し支持した主張は N.B.E. R. 〔1的， Eitemanand Guthrie (1切， Eiteman
〔9〕および Johnston臼2〕などにあらわれている。
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のSMH提唱の背後にも同様なPMHへの疑念とそれからの脱脚への意向があ
ったはずで，そこに 1つの共通点を見出すことができよう 3)。
とすれば，ボウモルの理論はフル・コスト原理によって説明しなおされる必
要があるが，フル・コスト企業がSMHに基づいて行動するとすれば，どのよ
うな結果が得られるであろうか？フル・コスト原理によると，生産物単位当た
り主要（直接）費用を基礎としてとり，そのうえにそれの一定割合の共通（間
接）費用を加算し，さらにそれに目標平均利潤をマーク・アップして生産物価
格を決めることが知られている。生産計画の実施に当たって，利潤はあらかじ
め単位当たりで決定されるが，その総額は販売量いかんによってどのような大
きさになるか知られておらず，したがってフル・コスト企業は極大利潤を追求
するものではないとみなされよう。価格が決定されるとき，生産量は同時に決
定されるわけではなく，企業はその価格で販売しうるだけ生産する。結果とし
て，販売量が決まると，総利潤も決まるが，それはあくまで結果であって，価
格が決定されるときには，総利潤は不確定なのである。この点が問題なのであ
って，そうとすればフル・コスト企業は利潤極大化企業ではないということに
なりそうである。しかし，実はそうではない。
この場合，重要なのは，独占理論や複占理論で通常行なわれているように，
価格や生産量の決定に当たってPMHやSMHを適用する方法は寡占理論では
妥当ではない，ということである。その根拠としては，まず，フル・コスト原
理の背後に個別企業にとっての「需要の不確実性」ということがあるからであ
る。ボウモルの理論をも含めて，通常限界分析が行なわれる場合には，すべて
個別需要関数は既知で与えられたものと暗に仮定されている。しかしフル・コ. .. . . . .. . . . 
スト原理では，実際の企業の慣行を反映して，個別企業はその当面する需要関. . . . . .  . . 
数を正確には知っていない，と暗に仮定している。それ故にこそ，フル・コス
3)もっとも，ボウモル自身はこの点に気づかず，フル・コスト原理と彼自身の理論との
間に若干の距離があることを認めている (Baumol〔3〕, pp.65-7, 邦訳花―81ぺ
ジー）。
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ト企業は，その価格決定に当たって，市場需要関数についてはもとより，個別
需要関数についても，その知識ないし情報を前提していない。もちろんそれは
必要ではないのであるが，仮りに必要としても，それは正確には知りようがな
いのである。需要についての企業の知識といえば，せいぜい結果的にみて，決
められた価格でどれだけの生産物が売れたかということにすぎない。いわば，
その企業にとっての需要曲線上の 1点（もしくはごく一部）のみが知られるが，
曲線の全体は正確には知られていないのである4)。
寡占理論の基礎について反省を要する第2の点は，やはり通常の限界分析に
おいて利潤や売上高が極大化されるとき，それと同時に価格と生産量が決定さ
れるとする考え方である。これは第 1の問題とも関連するが，正確な個別需要
の全容が知られねば，価格と生産量の同時決定ということは不可能であり，事
実フル・コスト企業では，目標平均利潤を決めることで価格は決めうるが，そ
れと同時に生産量も決めているのではない。ただ生産量については，ある販売
可能な範囲が予測されるであろうことは否定しえない。
こうしてフル・コスト企業では，決定された価格で最大の売上高をあげよう
とすれば，可能な限り多くの生産物を販売するほかはないであろう。そして可
能な最大の販売を行なうフル・コスト企業が，同時にPMHをも満たしている
ことはいうまでもなかろう。いまこのような企業の生産費，売上高および利潤
の関係を図示すると，第 1図のようになるであろう。 この図の横軸は生産量
X, たて軸には生産費 C,売上高 R,および利潤た=R-Cを測っている。費
用曲線 Cは， フル・コスト企業の特徴として，ある生産水準以上では直線に
なるように描かれている。価格は Xのある範囲内では一定の平均可変費用の
4)この点の実証については， 日本の大企業について昭和37年に経済同友会が行なった実
態調査がある。その結果によると，全調査対象企業436社中，その企業の需要量の算
出を「ただ1つの価格のみについて行なっている」と回答した企業が47.696を占め，
「需要曲線を作成する」と回答した企業はわずか11.696にすぎなかった。経済同友会
〔認〕， 28-9ページ参照。
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ある定数倍として決定されるか
ら，それにXを乗じた売上高R
はやはり原点に始まる直線で描
?
冗
第1図
かれている。そして利潤曲線は
R曲線とC曲線の垂直な距離の
差としての利潤を示している。
平均利潤は一定であるが，総利
潤は価格を決定した時点では決
まっていない。生産量も当初は
x 決定されていない。需要が不確
定だからである。生産物が販売
された結果によって知られるその需要の状態が与えられ，それから R(D)曲線
が描かれるとすると，それによって Xが決定し，同時に R曲線上の極大点 E
と冗曲線上の極大点 Fが決定する。この結果から，通常の，極大点を実現さ
せるような均衡条件を満たす価格と生産量の一義的決定という方式は成立しな
いことがわかる。ここには均衡分析と必ずしも両立しない現実があり，寡占企
業はおおむねそれを合理的行動としているのである。
第1図から明らかなように，フル・コスト企業は売上高を極大化することで
利潤極大化を実現し，極大利潤を追求するとき，同時に売上高も極大化しよう
としているのである。また同時に，フル・コスト企業が利潤極大化を放棄した
わけではないこと，および極大化は事後的なそれであって，事前的なものでは
ないことも明白になったと思われる。価格は極大利潤や極大売上高を得るため
の手段であるが，それらの大きさを当初に決定するものではないのである。
2. 屈折需要曲線と企業の行動目標
屈折需要曲線は，周知のように，フル・コスト原理とは独立に P.スウィー
ジーによって創案された寡占価格の下方硬直的な性質を説明する用具である
が，スウィージーによると，それは企業間の相互依存的推測によって生じると
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されている (Sweezy(18〕）。すなわち，ある企業が現行価格を引下げるときに
は他の競争相手がそれに追随してそれぞれの価格を引下げるであろうし，逆に
その企業が現行価格を引上げると他の企業はそれには追随しないであろうと推
測するとき，屈折需要曲線が存在するといわれる。そして屈折需要曲線とフ）レ
・コスト原理とは相互補完的であり，前者は後者によって設定される価格の性
質を説明するが，その価格の決定原理を欠いているという特徴がある 5)。
ところで，屈折需要曲線に当面する企業がSMHに基づいて行動する場合，
どういう結果が得られるであろうか？これについては，既に W.G.シェパー
ドが明らかにしているように，そのような企業の売上高極大化行動は利潤極大
化行動と全く矛盾せず，前節の結果と同様，売上高と利潤の極大化を同時に達
成しうることが知られている (Shepherd〔訂〕）。 シェパードの説明は第2図で
示すことができよう。この
図では，費用曲線Cが第 1
図と同様に描かれている
が，もちろん通常の限界分
析でなされるように，右上
がり逆S字型の曲線として
描くこともできる。しかし
結果は全く変わらない。売
上高曲線Rは，この場合需
要曲線が屈折しているため
に通常のように円滑にはな
RIC 
?
?
第2図
らず， E点で鋭く屈折している。これら 2つの曲線から利潤曲線冗を描くこと
ができる。直線石はボウモルの「必要最低利潤」である。 この企業は売上高
5)この点はホールとヒッチも論及しており， 両者の相補性を認めている (Hall and 
Hitch [11), pp. 116-8)。
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極大化を目標としているから，心を確保したうえで，売上高を極大化する点
を求めると，それはE点にほかならないことがわかる。こうしてE点に応ずる
生産量 X。が決まるが， 同時にその点は利潤曲線上の極大点 Fをも決定して
いる。この企業は利潤極大条件も満たしているわけである。
この結果は，屈折需要曲線とフル・コスト原理の相補性にかんがみれば，当
然予想されるところであるが， ここには前節と若干相違する点もうかがわれ. . . 
る。すなわち，屈折需要曲線は企業に正確に知られているその企業の実際の需. . . 
要曲線ではないが，しかしそれに代わる想像上の需要曲線であり，このような
需要についての情報を全く必要としないフル・コスト企業の場合とは明らかに
異なるが，それにもかかわらずSMHとPMHが両立する結果に到達しえたの
はほかならぬ需要曲線の屈折点の存在のためである。
3. 需要の不確実性と屈折需要曲線
ここでは屈折需要曲線がスウィージーによって考えられた企業間の相互依存
的推測の前提がなくても成立しうることを示し，シェパードの主張の妥当する
範囲がさらに拡大されることを明らかにしよう。
スウィージーの屈折需要曲線はもともと実在するものではない。ということ
は，個別企業がその当面する需要曲線を正確には知らないことを物語ってい
る。しかし企業がその実際の需要を正確に知らないとすると，他企業の価格変
化に対する反応を推測することのみがその価格を硬直化させるとは限らないの
である。その需要についての情報が不確実なために反ってきわめて慎重にな
り，推測される需要の種々の状態を考慮して，むしろヨリ安全を選ぶことによ
って，価格を変化させえない場合がありえよう 6)。この場合，企業は少なくと
も実際の需要曲線上の 1点のみについては経験によって正確に知っているもの
と想定してよいであろう。しかしその点を通る需要曲線がどんな形状をしてい
るかはわからないのである。ただし企業は，その点を通るいろいろな需要曲線
6)この点の立ち入った論議については拙稿〔19〕を参照されたい。
28 
寡占価格と企業の行動目標（高本） 149 
が実際のそれである確率を与えられるときには，その確率の大小によっておの
ずからそのとるぺき態度を決定しうるものと考えることもできるが，この考え
方はそれらの大小異なる確率がなぜに与えられ，いかにしてその値が決定され
るかの説明がなければ意味がない。単にそれらの確率が先験的に与えられると
いうだけでは説明にならないし，その根拠もない。そこでいま，個別企業は既
知の 1点を通る需要曲線を一定の範囲で等しい確率をもって推測すると仮定し
よう。これが唯一の合理的な仮定であるとはいえないが，むしろ可能性として
は最ももっともらしい仮定であろう。
p 
D~ 
? ?
第3図
このような見地から企業の態度を説明すると，次のようになろう。いまある
企業が第3図のP。の水準の価格で生産物X。を販売しえたとしよう。この企業
がE点を通る需要曲線に当面していることはただちに知られるが， その曲線
の形状については正確にはわからないとする。 この場合，実際の需要曲線は
D1から D5までの 5本が推測されるが， どれが真の曲線かは不明であるとす
る。各曲線が真の曲線である確率はすべて等しいものとし，またこの企業は楽
観視しすぎて失敗するよりもむしろより悲観的な態度をとることで危険を回避
しようとするものと想定しよう。そうすると，この企業はE点より上方では需
29 
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要曲線はいずれかといえば弾力的に（水平にヨリ近く）なり， それより下方では
むしろ非弾力的に（垂直にヨ 1J近く）なるものと判断するであろう。そうするこ
とによって，価格を上下いずれに変化させても需要の予想外の減少による損失
を回避しうるのである。その結果，たとえば図の D1EDsのように E点で屈
折した需要曲線が有効なものとして成立し，そのためにこの企業は価格を上下
いずれにも変化させにくくなる。
こうして屈折需要曲線は企業間相互依存型（スウィージー型）と需要不確実型
の2通りあることが知られたが，それによって利潤極大化企業が売上高極大化
企業と一致する範囲がそれだけより広くなったことになる。逆にいえば，この
種の企業以外でなければ， PMHとSMHが別個に成立する余地はないので，
その範囲はかなり限定されざるをえないであろう。
皿 企業者効用理論における企業の行動目標
多様な行動目標をもつ企業の行動原理を説明するために， M.ブラウン=N.
レヴァンカーと C.アザリアディス=K.J. コーエン=Aボーカーらは企業者効
用関数の概念を用いて折衷論的綜合を試みているので，ここではその考え方を
紹介するとともに，これまでの論議をそれにあてはめてみることにしよう。
まず彼らを代表してブラウン＝レヴァンカーの理論に登場してもらうことに
する (Brownand Revankar 〔釘， pp.429-36)。彼らによると，企業者は，消費
者と同様，効用関数をもち，その効用を極大化するような生産を行なうものと
みなされている。この場合，企業者効用関数は次のような形であらわされる。
すなわち，
U=U(R, 冗） (1) 
た戸しこの効用関数は 2度微分可能で， UR au ＝一 auaR 20かつ止＝一一加>o と
仮定される。ここで売上高関数を R=R(X),費用関数を C=C(X)であらわ
す。 Xは生産量である。そうすると，冗=R-Cであるから， 利潤もまた冗＝
冗(X)の形であらわすことができる。生産関数は，生産要素を労働 Lと資本
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Kの二種類のみからなるとすると， X=f(L,K) であらわされる。 Pを生産
物価格とすると，需要関数は X=g(P)と書くことができる。そして賃金率を
w, 資本報酬率を rとして， 労働と資本の供給関数はそれぞれ L=L(w),K 
=K(r) と書くことにする。
この企業の効用極大状態を求めるために， (1)を Lと K に関して微分する
と，均衡条件は次のようになる。
UR aR aL +U 
8冗
"aL =O 
(2) 
UR器+[j; 冗嘉=O
嘉＝闘—屹かっ嘉＝器—藷であるから， これらの式を代入する
と， (2)は次のようになる。
WR+U.,,.) aR ac aL =U.,,.aL 
aR ac (U丘 Urr)祁~=UrraK
次に先の生産関数，売上高関数および費用関数を考慮すると， (3)から
dR dC 
CU正 Ur)衣 =Urr誼
が得られる。そこでいま ,1=Urr/C凶+Urr)とおくと， (4)は
dR dC 
誼＝入誼
(3) 
(4) 
(5) 
と書き替えられよう。そうすると，凶>Oである限り， iく 1となるから，
(5)は限界収入が限界費用より小でなければならないことを示す。ところで，周
知のように 7Jを生産物に対する需要の弾力性とすると dR 'dX =P (1 一-¼)で
あるから， (5)はまた次のようにも書ける。
P(己）＝声7/ dX (6) 
これを Pについて解くと，
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p TJ.l dC 
1J―l dX (7) 
こうして UR,U.,, 7Jが与えられれば， 企業者効用を極大化するような生産物
価格は(7)によって決定されることになる。
この結果をいま少し別な角度からみると，次のように導き出すこともできよ
1 う。すなわち， 1-ー =eとおくと，
7J 
aR dR ax 
aL dX aL 
aR dR ax 
aK dX aK 
=(eP)・fL 
=(eP)・IK 
そして労働と資本の供給の弾力性をそれぞれ a,/Jとおいて， (1+ 
(1 十¾)=加とすると，
ac 
aL 
ac 
aK 
=n1w 
=n2r 
(8) 
1 百）=n1, 
(9) 
が得られる。この(8),(9)を先の(3)に代入すると，均衡条件は次のようになる。
(UR+U.,,.)(eP)・fL=Uがn1w
(UR+U.,,)(eP)・fx=U.,,・nげ
これを Pについて解くと，
n1w n2r P=i =i 
e・fL e・fx 
UO) 
Ul 
これから， W と rが与えられると， UR,U.,., 7/, 屯 P,IL, fKによって Pが決
まり， Pが決まると，需要関数から Xが決まり，したがってRも冗も決まる
ことがわかる。
こうして決定される売上高と利潤を図示すると，次のようになるであろう。
売上高Rと利潤冗の関係は，第4図に示されるように，通常，両者の増減が
一致する範囲にはさまれて，売上高の増加にもかかわらず利潤が減少する区間
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R1C 
?
万・
?
第4図
冗
万•
? ． ?
?
U' ? Rm ?
第5図
が存在することから，利潤＝売上高関数炉＝冗(R) を図示すると，第5図の
冗(R)曲線のようになることが知られよう。そうすると， 問題は， この冗(R)
曲線を制約として，その線上で企業者の無差別曲線中の最上位のものに到達す
ることである。そのような無差別曲線が通常の無差別曲線の性質をすべて満た
すとすれば，与えられた制約を満たして最大の企業者効用をもたらす点は，利
潤と売上高がトレード・オフ関係になる範囲，すなわち冗(R)曲線が右下がり
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になる範囲内に限られ，その範囲内で冗(R)曲線に接する 1つの無差別曲線と
の接点Eが解であるととがわかる。 E点は企業者効用を極大ならしめる利潤と
売上高の組合わせを決定するが，一般にその値はいずれの極大値よりも小さい
値の組合わせになる。しかし極端な場合には，いずれか一方だけは極大値を実
現することが可能である。これは無差別曲線の形状いかんによって決まる。
企業者効用理論は，企業がその効用極大点に応じて価格と生産量を決定する
ものとみなすが，その結果はPMHとSMHのいずれに軍配をあげたのでもな
く，第 3の行動目標ともいえる企業者効用をもって両者の間を仲裁したものと
みてよいであろう。それは 1つの折衷案ではあっても， PMHとSMHを綜合
したのではなく，むしろ別な次元での解決を与えたとみるべきであり，そこに
若干の意義があるといってよいであろう。
しかし前節にあげたいくつかの根拠から，寡占企業に特有ともいえる屈折需
要曲線が存在する場合には，企業者有効用理論の意義ははるかに小さなものと
なるようである。それは屈折需要曲線に当面する企業の売上高曲線が先の第 2
図でみたように屈折線となり，その場合の冗(R)曲線を描くと，第 6図に示さ
れているように，これも鋭く尖った屈折線となるからである。その結果，利潤
＝売上高のトレード・オフ部分は消滅するので，利潤も売上高も企業者効用の
7C 
1C。
?
U' 
?
第6図
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極大点で極大となり，無差別曲線の性質が通常のとおりだとすれば，その形状
いかんによって利潤→売上高の極大点 Eが変化することはない。つまり，企業
者の無差別曲線を援用する意味は薄れてしまうのである。
次に，フル・コスト企業の場合には，企業者効用理論はどのような結果をも
冗
冗 (R)
、?ニこ
R。
?
第1図
たらすかを吟味してみよう。この場合には， 冗(R)曲線は第 7図に示されるよ
うに直線となり，企業者の無差別曲線の形状が与えられても，冗(R) 曲線は制
約をもたないので極大点は得られないようにみえる。企業者効用理論としては
まさにそのとおりである。しかし実はこの場合にも制約としての需要曲線が与
えられると，事後的に解が得られるのである。ただ需要は価格が先決された結
果として判明するのであるが，それがわかるときには生産量が決まっており，
したがって冗CR)曲線上の解も得られるというわけである。第 7図には需要
曲線を描くことはできないが，その全容が与えられるときには，それによって
冗(R:D)曲線を描くことができる。 それが第5図の冗(R:D)曲線と同形で
あることはいうまでもなかろう。こうして冗(R:D)曲線が第7図のように与
えられると，極大売上高と極大利潤は E点に得られることが知られよう。
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w 寡占価格と企業の行動目標
ー利潤極大化行動の変質
フル・コスト企業と，それと重複するかもしれないが，相互依存的な推測を
行なう企業や不確実な需要に当面する企業が売上高を極大化することで同時に
利潤も極大化しようとし，結局PMHとSMHは同じになることがこれまでに
明らかにされた。したがって，これらのタイプにはまらない企業だけがPMH
もしくはSMHのいずれかがあてはまる企業といえるが，そのような企業とし
ては抜群の巨大トップ企業が考えられるぐらいであろう 7)。というのは，この
種の巨大企業は売上高したがってマーケット・シェアが既に抜群であり，社会
的信用も厚く，経営者も有能で，経営が比較的安定しており，成長率もだいた
い適正率に近く，したがって売上高の極大化を求める必要がないからである。
しかしそのような企業も，限界原理を採用していなければ，やはりフル・コス
ト企業としてSMHとPMHを両立させているであろう。特に，この種の企業
は，その巨大さの故にまず適正利潤の確保をよそおいながら，極大利潤を獲得
すべく努力するであろうから，その意味ではフル・コスト企業であることが多
いとみてよいであろう。
巨大トップ企業でなく，一般の競争企業とやや異なる性格をもつのは新規参
入企業であるが，この種の企業は需要の不確実性が大きく，このために屈折需
要曲線を推測しがちであるが，他方極大利潤よりもむしろ目標利潤を追求する
であろうから，フル・コスト企業である可能性も強い。
このようにみてくると，ごく一部の巨大トップ企業を除いて， PMHのみが
あてはまる企業はなく， SMHのみのあてはまる企業はさらに見出だすことが
困難である。というのも，次に挙げるいくつかの根拠から，寡占企業が限界計
7)この場合，市場は D.M.ライトのいう「巨占」 (megapoly) の状態にあるといわれ
る (Wright⑫2〕）。
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算を行なって利潤もしくは売上高を極大化する価格と生産量を決定することは
ほとんど不可能に近いからである。
1. 企業規模間格差一般に，寡占企業はその規模が互いに等しくないはず
であるが，それは各企業の生産技術，設備，資金，経営能力，販売能力等によ
って決まる生産規模と費用条件の差異，製品異質化能力の差異などから生ずる
ものとみられる。その結果は各企業で費用曲線—製造費曲線，販売費曲線と
も一ーが相違し，したがってチェンバーリンが想定するような各企業規模の均
等は単純化としても無意味なものとなる (Chamberlin〔的）。寡占価格とそれ
を設定する企業の行動の重要な 1つの特質が，実はこの規模の差異から生じて
いることをここでは注目したい。
このような規模の差異によって，各企業の費用曲線が異なると，各企業がそ
の個別需要曲線を知悉している限り，限界原理に従って利潤極大価格もしくは
売上高極大価格を設定することも可能であろう。しかしそうして設定される価
格は，一般に互いに異なっており，そのために買手はより安い価格を求めて移
動し，これが各企業の価格を平準化させる作用をするであろう。このような調
整の結果，各企業がその設備能力を一時遊休化し，それが長期的には各企業で
需要に適応するように調整されて，結局適正規模に落ちつくというのが通常の
理解である。しかし各企業が，その規模の差異にもかかわらず，異なる価格を
設定することは，買手を各企業に固定しえない限り，エッジワース的価格競争
を招来する危険を覚悟しなければなるまい。市場を不安定化させるそのような
危険を回避しようとすれば，いきおい各企業は最も有利な指導的企業の設定す
る価格に追随して，それを与えられたものとするか，もしくはそれから合理的
な差を保つ価格を設定する以外にない。そしてその価格で販売しうるだけ販売
するという安全策をとるのが，大企業の経営方針のようである。一般に，同質
商品は同一価格に落ちつく傾向があり，異質商品はその異質化の程度によって
合理的な価格差を生むことがある。したがって，規模の異なる各企業が当初か
ら利潤や売上高を極大化する価格を設定しても，それを維持することは困難で
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あり，このために「適当な」価格をまず設定し，その価格で売上高を極大化す
ることで利潤も極大化しようとするのである。これは，戦術的にも，一見して
極大利潤を目標としていないかのようにみせるのに役立つ。
このようなタイプにはまらない企業がありとすれば，それは巨大指導的企業
ぐらいで，この種の企業は，その需要が知られている限り，利潤極大化を価格
決定の条件とすることができよう。しかし，その場合を除けば，一般には個別
企業の利潤極大化は他の企業との競争のなかでそれ自体の規模と当面する需要
によって制約を受けるので，利潤や売上高を極大化することが価格決定の条件
とはならないのである。価格はむしろ先決変数であり，それを与えられたもの
として極大化目標を追求するのが寡占企業の合理的行動といえよう。
2. 新規参入と潜在的競争 市場への参入を計画する企業がある場合の潜在
的競争は，既存企業に自由な極大化行動を許さないであろう。新規参入のおそ
れがある既存企業は，有効な参入障壁が存在する場合を除いて， 「参入阻止価
格」その他の新しい参入障壁を設定するが，有望な市場はたえずそのおそれに
見舞われるから，参入阻止価格が障壁として常備されることもありえよう。こ
のために既存企業は，参入のおそれのない場合に比し，より多くの市場需要を
満たすようにし，したがってより低い価格を設定しておくことになる。ただ参
入をひき起こしがちな有望な市場はその需要の増加率が比較的大であろうか
ら，各企業にとって需要水準とその変化についての不確実性は相当大きく，そ
の予測は困難で誤算を招きやすいであろう。その結果，新規の追加需要を参入
企業に狙われるおそれもあり，それを防衛するためには，既存企業は部分的ま
たは地域的ではなく，全般的な参入阻止行動に出なければならない。これが指
導的企業の参入阻止価格設定と他企業のそれへの追随となる。この場合も，同
質商品については均一の参入阻止価格が成立し，規模の差により差別価格を設
定しうる余地はないであろう。異質商品はその異質化の程度により価格差を許
容するが，それは規模の差とはまた別種の差異になる。
こうして参入のおそれのある市場では，さもない場合よりも，自由に極大利
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潤も極大売上高も追求しえないであろう。極大目標よりも参入阻止がまず目的
であり，そのための障壁の設定や価格の変更が行なわれ，さもなければ利潤あ
るいは売上高極大価格を設定しえたとしても，参入のおそれはそれを許容しな
くなるであろう。しかし，そのことは利潤あるいは売上高の極大化が追求され
なくなったことを意味するのではなく，価格がその他の手段とともに参入阻止
の手段として用いられ，その新しい水準の下で目標値が極大化されるのである。
参入企業が既存企業の阻止行動を克服して参入する場合は，弱い阻止の圧
ヵ，既存企業の誤算，参入企業の戦術の成功または一時的犠牲の許容のいずれ
かがなくてはならないが，いずれにしても新参企業の立場は弱く，独自に利潤
または売上高極大価格を設定することは不可能であろう。このような企業にと
っては，市場におけるその環境はすぺてが制約となってふりかかってくるが，
とりわけ価格は自由に決定しえず，ただ独自の需要の開拓，転移をまってでき
る限り売上高を増加させることで利潤を増大させるほかない。しかしそうして
でも利潤が得られ，それを増大しうるときは，その利潤は制約下の極大利潤と
いえるであろう。
3. 非価格競争と価格差 品質改良や販売努力は製品の異質性を増強し，新
しい需要を創出し，古い需要を改変して，価格の低下を阻止し逆にそれを引上
げる機会を生み出し，ひいては売上高を増大させる機能を果たす。この場合も
明らかに売上高と利潤は目標であり，販売支出や研究開発 (R&D)支出とと
もに，価格は手段にすぎない。そして競争の手段としては，価格よりもむしろ
販売支出や研究開発支出に重点が移っているのである。異質商品市場では，こ
れらの支出によって非価格競争に優位を占めると，均等な価格の下で売上高と
利潤を増大させることができる。しかし揺るがぬ質的優位性は価格差の形で報
われることもあろう。そしてそのような優位を保つためには，そのための支出
を逐次増大させねばならないであろう。また競争企業との品質格差や需要の変
化を十分みきわめて生産計画，支出計画などをたてねばならず，そこに不確実
性と危険の入り込む余地はかなり多いはずである。それ故に，価格が安定し，
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単位当たり利潤が先決できることは経営戦略上もきわめて有利であり，フル・
コスト企業化する道が選ばれるのであろう。
寡占企業が，個別的にそして独自に，利潤や売上高を極大化する価格を設定
することがいかにありえないかを， 2, 3の一般的な根拠に基づいて説明して
きた。その結果にかんがみれば，フル・コスト企業や屈折需要曲線に当面して
いない企業でも，その価格決定が極大化行動としてなされることはきわめて少
なく，むしろ価格はいろいろな競争上の制約あるいは市場環境の下で決定さ
れ，その価格の下で極大化行動がなされているとみなければならないであろ
う。したがって，独占企業のように，極大条件を満たす価格の設定という形で
は極大化行動はとられていないわけで，ここに現代の寡占企業の 1つの特徴を
みてとることができる。しかしそれは決して極大化行動がとられていないこと
を証明するものではなく，ただ極大化行動がこのように変質してきたことを物
語るものと解すべきである。
V 寡占企業の目標と手段—結びに代えて
価格は適当な利潤（たとえば投下資本に対する目標収益あるいは長期的に確保すべき
必要利潤など）をその成分に含めて決定されるが，それはたぶんに受動的に決定
されるのであって，しかもすぺての成果を保証するように決定されるのではな
い。それは 1つの「戦略変数」ないし「手段変数」であり，しかも先決変数で
あって，その決定の上に立って他の手段変数，すなわち生産量，販売量，仕入
量，在庫量，設備投資，販売支出，研究開発支出，雇用量などが，究極の目標
である利潤と売上高（したがってマーケット・シェア）を極大化するように決
定されるのである8)。
8)企業の究極の目標となると，利洞，売上高とともに企業の価値が取上げられることも
ある。しかし本稿の見地からは，生産量，在庫量あるいは資本金等が究極の目標とみ
なしがたいことはいうまでもなかろう。
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価格は目標ではないが，それが目標の極大化を保証するように決定されうる
とみた伝統的企業理論は，たえず目標と連帯する役割を価格に負わせてきたの
である。しかしそれは現代の寡占市場では成立しない。価格は極大化目標とは
別個に先決されるのであって，この点をわれわれは改めて認識しなおす必要が
あろう。そしてこのようにみてくると， PMHとSMHが別個のようにみえ
て，実際には，同じことを表現する 2つの別な方法にすぎないことがわかる。
さらにまた，このような理解のしかたは限界分析を採用する均衡理論の考え
方にも反省を求めることになるであろう。目標の極大化が均衡条件とされ，そ
れを満足する価格と生産量の決定という伝統的手法は寡占問題には有効に適用
しえないのではないか，という疑念が起こる。限界分析がはっきり放棄される
なら，それも当然の帰結かもしれないが，これはなお軽々しく論ずべきことで
はないようである。 ・ (1975.8.17) 
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